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Abstract

After "The Communist Party of China Central State Council's Opinions Concerning Strategies

for the Old Industrial Base in North Eastern Regions" （hereinafter referred to as "Opinions"）

was published in October 2003, the "Northeast Development Strategy" has been a blueprint for

development. From the ideas of "Opinions", the "Northeast Development Strategy" was recog-

nized as one of the most important strategic policies for achieving, in "societies where little devel-

opment exists", a fourfold increase in GDP by 2020. To achieve this goal, correcting the regional

economical gap between the northeast and the southeast / southern coastal regions has become a

major concern for the "Northeast Development Strategy". Therefore, the reformation of govern-

ment-owned enterprises has gained importance.

Change in three northeast provinces is considered in this paper. Each northeast province

underwent "Strategic Adjustment" and each decided its own individual "development strategy for

its old industrial base" with "Strategic Adjustment" becoming the core concept. In Jı́lı́n Shěng

Province, the institutional reform of almost all local industrial enterprises by 2005 was planned. In

Liáonı́ng Province, a strategic restructuring of government-owned enterprises was undertaken as

an important item of reform. In Hēilóngjiāng Shěng Province, the government-owned enterprise

reform program, whose target was diversified ownership, was introduced by 2005.

The gradual progressive reform can be seen as a primary strategy in the "Northeast

Development Policies". The so called Open-Door Policy beginning in 1978 transformed a planned

economy to a market economy by 1994. In that transition process, China avoided the shock regi-

men of the former Soviet Union and Soviet Bloc countries but applied the so called gradual pro-

gressive reformation. Under gradual progressive reformation, northeast development policies

were followed by a larger west region development after 2000.

The reform of government-owned enterprises in the northeast regions is considered in this

paper.
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はじめに

中国はこれまで，高度成長を持続するとともに，国民一

般の生活水準を高めることにより，官僚の汚職，工業化に

よる環境悪化，土地立ち退き問題などで，民衆の不満が爆

発することを何とか回避してきた。

それの背景に世界経済の長期にわたる拡大がこれを支え

てきた。

しかし，米国のサブプライム・ローン問題に端を発した

金融危機は，世界の実体経済においてその影響を及ぼしは

じめているという事実に目をつぶることはできない。

今まで高成長を続けてきた中国にとっては，輸出の鈍化

という形で現れてきた。

2008年第 3四半期の GDP成長率が前年同期比 9.0％と

なり，1ケタ台に減速したと伝えられている。

そのようななかで，本稿において中国の国有企業改革，

特に東北三省のそれに焦点をあてて考察してみたい。

筆者自身，3年前（2005年 12月）の論考において，国

有企業問題を取り上げた（『金沢星稜大学論集』第 39巻第

2号，2005年 12月）。

そこで言及したのは，

1990年代半ば以後，国有企業・公企業改革のひとつと

して，株式会社への改組及び株式上場が実現することとな

った。この株式上場自体は，民営化のひとつの段階ではあ

るが，企業の株式を国が所有している比率は数十％にもな

っており，それがひとつの重要研究課題であった。そして，

2001年になると上場国有株の売却がスタートすることに

なった。そこで，国有大株主に代わって機関投資家がその

ガバナンスを担う者となり，そこに焦点があてられるよう

になったことであった。

1997～ 99年には，中国共産党の方針により，政治的な

制約が少なくなってきた。

東北三省ではいかなる国有企業改革がなされどのような状

況にあるのかをさぐることが本稿の問題関心の中心である。

筆者は昨年，一昨年と中国東北三省を数回訪問する機会

に恵まれた。当該地域においては沿海部とは異なる課題を

有していることを強く感じた。

とはいうものの筆者自身，もともと中国研究者ではない

ので，内容に関し稚拙な部分や不足部分が出てくる。これ

らについては御批判をあおぐことで御容赦いただきたい。

中国国有企業改革に関しては，今までも何度か取り上げ

てきたが，2～ 3回の論考ではおさまるものではない。今

後も継続的に本課題を取り上げてフォローし続けていかね

ばならない問題であることを痛感している。この問題ひと

つを通しても中国という巨大な船の舵取りを占うことの問

題の大きさをかいま見ることとなった。本稿はあくまでた

たき台という認識である。今後，数度にわたる論考で少し

でも問題のコアに接近できればという認識を持っている。

それらは筆者に課せられた課題である。

以下では，前回の本誌での拙稿等をベースとして何点か

の問題を整理していきたい。

1．中国国有企業問題に関するアプローチ

中国国有企業に関しての先行研究をみると，国有企業の

所有権問題や経営権問題，資産問題などがその中心となっ

てきている。

また，地域的には，上海や広東省などの沿海部にある国

有企業に集中している（注 1）。

1995年 9月に開催された中国共産党第 14期 5中全会に

おいて，「抓大放小（大をつかみ，小を放す：ツアタンフ

ァンショウ：大企業は管理し，小企業は自由活性化するこ

と）」戦略を出した。

この戦略が出されたことにより，政府は，国民経済にと

りより重要な大企業，中企業及び企業グループの活性化に

力点をおくようになった。

また小企業に関しては，合併，リース制，株式合作制，

売却といった様々な手法をとって改革を進めていくことに

なったことが特筆される。

これを契機として，国有企業改革の主要な対象は，おの

ずと大・中企業に絞られることとなった（注 2）。

このような抓大放小政策は，中国全土においては，その

制度改革から中小国有企業の国有部門からの撤退やその吸

収合併，株式会社化を通じ，戦略的産業に属している大型

国有企業への国有資本の集中という戦略的調整が行われて

いる（注 3）。

2．中国産業の変化における国有企業

本章においては，これまでの中国の産業（特に国有企業

部門）の変化に関して，その期ごとにみてみる。

1980年代以前の第Ⅰ期は，資源に関しては，政府がす

べて調達し，製品も政府がすべて買い上げ販売し，利益は

すべて上納された。

1980年代の第Ⅱ期は，1997年に至るまで，内部組織の

効率化及び国家からその権限を委譲され，企業経済責任制

及び請負制が行われた。この時期は国有企業民営化政策の

第 1ステージである。

余剰人員の活用及び従業員の収入向上を目的として，副

業がさかんに行われ，国有企業内部における利益留保及び

分配が可能となった時期である。

1990年代の第Ⅲ期は，内部組織の市場化及びリストラ

が断行された。この時期は，国有企業民営化政策の第 2ス

テージであり，1998年から 2002年にかけて政府は行政命



令を主として市場化政策を進めることとなった。

1999年の『国有企業改革と発展の若干重大問題の決定』

においては，国有企業財産権制度の改革が本格化し，副

業の分離，独資会社（企業又は個人が単独にて出資し，

財産は投資者の企業又は個人が所有している企業。企業

債務においては無限の責任を負う経営実態のことをさ

す。）から株式会社（株式を発行することにより事業資金

を収集し，それを元にして活動して利益をあげる企業。

出資者 5人以上，資本金 1,000万人民元）への転換が行わ

れた。

現代企業制度のフレームワークが提唱されたのもこの

時期であり，首相の強大な指導力の下，国有企業の総数

を大幅に減らすことに成功した。市場構造の効率化が達

成された。

しかし，内部組織の改革は課題として残された。

2000年代の第Ⅳ期に入ると，組織間関係において，政

府主導の部門と国有企業の関係が従来の一方的な権限を

有した関係から，資本関係に変化した。この時期は国有

企業民営化政策第 3ステージとも呼べる。

国際競争力向上を目的として，2003年には，国有資産

管理委員会が設置された。この委員会においては，国有

資産運営及びその管理における統括，国際的なスタンダ

ードに合致する企業統治に向けての改革が行われた。

国有独資企業と 50%以上国有持ち株会社の国有資産比

率の引き下げが目標として設定された（注 4）。

3．中国東北部の国有企業改革

本章においては，中国東北部の国有企業に着目して記

述していくことにする。

2003年 10月に，「中共中央国務院の東北部など老工業

基地戦略の実施に関する若干の意見（以下：「意見」と

略）」が出され，「東北振興戦略」が新展開を見せること

となった。

「意見」をみると，「東北振興戦略」は国家目標である

「小康社会」の全面的建設，2020年までの GDP4倍増計画

に向け，重要な戦略的政策であるとそのスタンスを有し

たもあった。この目標達成のために「東北振興戦略」に

おいては，東北部及び東南南海部の地域経済格差を是正

させることが大きな課題として打ち上げられた。

そのために国有企業改革がその重要な位置づけを有す

ることとなったのである。

実際に，東北三省の動きをみてみる。

東北各省は，「戦略的調整」を踏襲することで，「戦略

的調整」をその主体とした「老工業基地振興計画」を策

定した。

吉林省においては，2005年までにほとんどすべての地

方工業企業の制度改革の実現を計画しており，遼寧省に

おいては，国有企業の戦略的調整をその改革の重要内容

として位置づけている。

黒龍江省においては，2005年までに混合所有制の導入

を主として国有企業改革プログラムを策定した（注 5）。

「東北振興政策」の背景には，漸進的改革戦略がその根

底にあったことがまずあげられる。

1978年からのいわゆる改革開放政策は，1994年以後，

計画経済から市場経済へと舵を切り始めた。

その移行プロセスにおいて，旧ソビエト連邦及び東欧諸

国がとったショック療法やビッグバン方式を中国はとら

ず，漸進的改革という名の移行戦略をとることとなった。

漸進的改革の下，2000年以降の西部大開発に続く形で，

東北振興政策がとられていくこととなった。

この一連の施策は，国有経済が弱く外資を誘致しやす

い地域から，国有経済がドミナントな影響力を有し外資

が参入困難な地域へと推進されてきた。

国有企業改革に目を向けてみても，旧ソビエト連邦や

東欧諸国のそれのように一度に民営化するというやりか

たではなく，まず，民間レベルから中央政府レベルへと

非国有セクターを成長させて，企業規模については，中

小企業の民営化からはじめ順に大型国有企業の株式会社

化という改革を行っていくという戦略をとった（注 6）。

「東北振興戦略」が実施される以前の 2003年の数字と

「東北振興戦略」の成果が期待された 2005年の数値をみ

てみる（表 1参照）。

東北三省の GDP構成比の中の第二次産業が占めるシェ

アは，各省とも 50%前後となっていることがわかる。第

二次産業が当該地域の経済を支えていることがわかる。
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製造業に占めている国有企業の割合を見ると，まず，

企業数においては，遼寧省は吉林省や黒龍江省と比較し

て低い数値となっている。資産規模，従業員数，総生産

高に関しては，その割合の高さがみられる。遼寧省は

2003年時点では，企業数が 19.5%であるのに対して，資

産規模 68.4%，従業員数 53.1%，総生産高」58.1%となっ

ており，ここから大型の国有企業の存在が容易に想像で

きる。吉林省や黒龍江省もそれぞれ資産総額，従業員数，

総生産高が 70～ 80%超となっており，その大型国有企業

の存在が顕著にうかがえる。（表 2参照）

おわりに

本稿においては検討課題にしてきたことをまとめてみ

たい。

国際的には，中国のいわゆる改革開放路線は，市場経

済の導入を積極的に進めてきたとはいえ，海外との自由

競争という点においてはまだ時間のかかる問題があると

の認識が高まってきている。そういった視点からみた場

合，中国国内における経済環境整備という論点がとりあ

げられるべき課題であると考えている。国有企業セクタ

ーを縮小させ，民間活力をいかにして活用すべきかが，

WTO加盟後の自由競争圧力としてもたらされてきている

問題でもある。

国内的には，中国のような一党独裁の政治体制をとる

社会主義国においてその中央と地方行政システムとの連

携が問題となってくる。

付言するならば地方をいかにして育成していくことが

できるかが課題となっている。

筆者は昨年（2008年）夏，中国の東北部農村地域を訪

問する機会を持った。

そこで実感したことは，経済の近代化に不可欠な「中

央行政機関の意向が地方に伝達される経路」において

様々な課題が存在しているということであった。

本稿により筆者自身今後の検討の論点がわずかづつで

あるが浮き彫りにされてきた。
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その論点として，第一に，民営化の受け皿不足の最た

るものとして，経営者や民間企業の不足があげられる。

また，地域間情報格差や市場経済への地方政府の理解不

足が挙げられる。

第二に，民営化による人員整理がもたらす雇用機会の

不足，また，内陸部の雇用をいかに創出していくかとい

う問題がある。

第三に，財政的制約としての人員整理，雇用改革に伴

う銀行の資本減損への財政支出という問題が生じる。

第四に，資本市場の未発達が，今後，本格化するとみ

られる大企業民営化の展開を阻害するとすれば，それを

いかに整備していくべきか。

これらの課題をめぐる問題解決が急がれてきていると

いうことであった。

これらの事項をもとに，東北三省ではいかなる国有企

業改革がなされどのような状況にあるのかをさぐること

こそ今後の考察課題として残されている。さらにこれら

の点について考察を深めていきたい。
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注 1：趙南洙「中国国有企業の株式会社化実態について－吉林
省企業の事例を中心に－」『貿易風－中部大学国際関係学部
論集－』第 3号，2008年 4月，235～ 247ページ。
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論集－』第 3号，2008年 4月，235～ 247ページ。

注 3：楊秋麗「「東北振興戦略」における国有工業企業改革の
実態」『立命館国際地域研究』第 27号，2008年 3月，33～
52ページ。

注 4：清家彰敏・馬淑萍・謝麗麗・張明「中国国有企業の民営
化と国有資産管理体制の組織間関係論による考察－民営化政
策と戦略－」『富大経済論集』第 52巻第 3号，2007年 3月，
富山大学経済学部，21～ 65ページ。

注 5：楊秋麗「「東北振興戦略」における国有工業企業改革の
実態」『立命館国際地域研究』第 27号，2008年 3月，33～
52ページ。
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